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（仮称）奈良県アリーナ整備運営事業及び附属事業（以下「本事業」という。）に関し、奈良県

（以下「甲」という。）と【代表企業】、【構成企業】及び【構成企業】並びに【協力企業】及び【協

力企業】から構成される【コンソーシアム名】（以下、個別に又は総称して「乙」という。）との間

で、以下のとおり、基本協定（以下「本基本協定」という。）を締結する。 

 
第１条（目的及び解釈） 
１ 本基本協定は、本事業に関して甲が実施した入札手続において乙が落札者として決定された

ことを確認し、甲と乙の設立する SPC①との間において、本事業の実施に関する PFI 事業等契

約を締結することに向けての、甲及び乙の義務を定めるものとする。 

２ 本基本協定において用いられる用語は、本文中において特に明示されているものを除き、別

紙１において定められた定義と同義とする。 

３ 本基本協定における各条項の見出しは、参照の便宜のためであり、本基本協定の各条項の解

釈に影響を与えるものではない。 

４ 本基本協定で規定される法令等につき改正又はこれらに替わる新たな制定が行われた場合に

は、当該改正又は制定後の法令等が本基本協定に適用される。 

 

第２条（当事者の義務） 

１ 甲及び乙は、本事業に関する、甲と SPC①との間での PFI 事業等契約の締結に向けて、それ

ぞれ誠実に対応しなくてはならない。 

２ 甲及び乙は、本事業が、特定事業及び附属事業により構成され、民間事業者②が実施するま

ちづくり事業と不可分一体であることを認識し、当該各事業の実施のため、誠実に協力及び努

力する。 

 

第３条（SPC①の設立） 

１ 乙は、本基本協定締結後、遅滞なく、PFI 事業等契約の締結までに、入札説明書等及び提案

書類に基づき、SPC①を奈良県内に設立し、その定款の写し、履歴事項全部証明書及び印鑑証

明書を甲に提出するものとする。 

２ 乙は、SPC①を設立した後速やかに、別紙２（株主誓約書の様式）の様式及び内容の株主誓約

書を作成して甲に提出する。また、乙は、乙以外の者に SPC①の完全無議決権株式を発行する

場合、SPC①を設立した後速やかに、SPC①の完全無議決権株式を当初取得する乙以外の者か

ら、別紙３（誓約書の様式）の様式及び内容の誓約書を徴求して甲に提出する。 

３ SPC①の設立時において、構成企業のすべては SPC①へ出資するものとし、SPC①の議決権付

株式を保有する者は構成企業のみとしなければならない。 

４ SPC①の設立時から本事業終了の日までの間、代表企業による SPC①の議決権付株式の保有割

合は、SPC①の議決権付株式を保有するすべての者の中で最大でなければならない。ただし、甲

の事前の書面による承認を得た場合はこの限りではない。 

 

第４条（株式の譲渡） 
１ 構成企業は、保有する SPC①の議決権付株式の譲渡、担保権設定その他の処分（以下、総称

して「処分」という。）を行う場合、時期を問わず、事前に書面による甲の承認を得なければ
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ならない。ただし、他の議決権付株式を保有する者に対して自らが保有する議決権付株式の一

部を譲渡する場合であって当該譲渡後も代表企業の議決権付株式の保有割合が SPC①の議決権

付株式を保有するすべての者の中で最大である場合を除く。なお、SPC①の議決権付株式を新

たに発行する場合（ただし、議決権付株式を保有する者に割り当てる場合であって、当該割当

後も代表企業の議決権付株式の保有割合が SPC①の議決権付株式を保有するすべての者の中で

最大である場合を除く。）、SPC①が甲の事前の承認を受ける義務を PFI 事業等契約に定めるこ

とを確認する。 

２ 乙は、保有する完全無議決権株式について、時期を問わず、その処分を行うことができる。 

３ 前二項の譲渡の際の譲受人及び議決権付株式又は完全無議決権株式の発行を受ける者は、次

の各号に掲げる条件（完全無議決権株式の譲受人及びその発行を受ける者については、第 14 号

の条件を除く。）をすべて満たすことを要し、乙は、自らがかかる譲渡を行う場合には譲受人に

係る当該条件を遵守し、SPC①が議決権付株式又は完全無議決権株式を発行する場合には SPC①

をして当該条件を満たさない者に対してこれを発行させないものとする。なお、乙は、乙以外

の者がかかる譲渡を行う場合については、本項と同様の譲渡先の制限に関する SPC①の義務を

PFI 事業等契約に定めることを確認する。 

(1) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に基づく甲の入札参加

資格制限基準による入札参加の資格制限に該当しない者であること。 

(2) 甲の議会の議員、知事、副知事並びに地方自治法第 180 条の５第１項及び第２項に規定

する委員会の委員又は委員が無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準

ずべき者、支配人及び清算人に該当しない者であること。 

(3) 「奈良県建設工事等請負契約に係る入札参加停止措置要領」の規定による入札参加停止

を受けていない者又は「奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止措置要領」に規定する

入札参加停止の措置要件に該当しない者であること。 

(4) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号。以下「新法」という。）第 17 条の規定による更生

手続開始の申立て（新法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件

（以下「旧更生事件」という。）に係る新法による改正前の会社更生法（昭和 27 年法律第

172 号。以下「旧法」という。）第 30 条に規定する更生手続開始の申立てを含む。）をしてい

ない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、新法に基づく更生手続開始の決

定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者については、

更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

(5) 平成 12 年３月 31 日以前に民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）附則第２条の規定によ

る廃止前の和議法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条第１項の規定による和議開始の申立て

をしていない者であること。 

(6) 平成 12 年４月１日以降に民事再生法第 21 条に規定する再生手続開始の申立てをしてい

ない者であること。ただし、同法に基づく再生手続開始の決定を受けた者であっても、再生

計画の認可の決定を受けた場合は、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなさ

れなかった者とみなす。 

(7) 破産法の規定に基づき破産手続開始の申立てがなされている者、手形交換所若しくは電

子交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は譲渡若しくは発行の日

前６か月以内に手形、小切手を不渡りしている者でないこと。 
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(8) 奈良県税、消費税及び地方消費税並びに法人税に滞納がない者であること。 

(9) 役員等が暴力団員でないこと。 

(10) 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していないこと。 

(11) 役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は第三

者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していないこと。 

(12) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的

若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していないこと。 

(13) 前二号に掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき

関係を有していないこと。 

(14) 設計企業、建設企業、工事監理企業、運営企業又は維持管理企業に当たる構成企業が譲渡

を行う場合において、譲受人が入札説明書に定める入札参加資格要件の充足を維持できるこ

と。 

(15) PFI 法第９条に示される欠格事由に該当しない者。 

４ 第１項第１文の承認にあたり、甲は、当該議決権付株式の譲受人が前項の各条件を満たし、

かつ、当該譲渡が SPC①の事業実施の継続を阻害しないと判断した場合には、当該譲渡を承認

するものとする。 

５ 構成企業は、甲の承認を得てその保有する SPC①の議決権付株式を譲渡する場合、かかる譲

渡の際の譲受人及び他の構成企業との連名で、別紙２（株主誓約書の様式）の様式及び内容の

株主誓約書をあらかじめ甲に提出するものとし、SPC①が、当該譲渡を行った者に対し、第３

項に掲げる条件を満たした上で譲渡を行っていることを誓約させるとともに、譲渡先等、甲が

必要とする情報を報告する義務を PFI 事業等契約に定めることを確認する。 

６ 乙又は乙以外の者がその保有する SPC①の完全無議決権株式を譲渡する場合、SPC①が、かか

る譲渡を行った者をして、その譲受人から、別紙３（誓約書の様式）の様式及び内容の誓約書

を徴求の上あらかじめ甲に提出させるものとし、また、第３項に掲げる条件を満たした上で譲

渡を行っていることを誓約させるとともに、譲渡先等、甲が必要とする情報を報告する義務を

PFI 事業等契約に定めることを確認する。また、SPC①が完全無議決権株式を乙又は乙以外の者

に対して発行しようとする場合、乙は、その発行を受ける者から、別紙３（誓約書の様式）の

様式及び内容の誓約書を徴求の上あらかじめ甲に提出させるものとする。 

 

第５条（PFI 事業等契約の締結） 

１ 甲及び乙は、PFI 事業等契約の締結後も、本事業の実施のために互いに協力しなくてはなら

ない。 

２ 乙は、PFI 事業等契約の締結に関する協議にあたっては、甲の要望を尊重する。 

 

第６条（まちづくり事業との関係等） 

１ 乙は、入札説明書等に規定する本事業及びまちづくり事業の背景・目的、理念、基本方針等を

踏まえ、甲、市、鉄道事業者、民間事業者②その他の関係者と適時適切に協力しなければならな

い。 

２ 本事業とまちづくり事業とが一体不可分であることに鑑み、甲又は乙は、基本協定②が解除

され、又は令和 14 年３月 31 日までに基本協定②に基づく［事業用定期借地権設定契約①、売
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買契約①若しくはその両方］が締結に至らず、又は民間提案施設の竣工前に同契約のいずれか

が解除若しくは解約され、若しくは県有地の買戻しがされた場合、PFI 事業等契約を締結せ

ず、本基本協定を解除することができる。ただし、基本協定②又は［事業用定期借地権設定契

約①、売買契約①若しくはその両方］が締結に至らず又は解除若しくは解約され、若しくは県

有地の買戻しがされた原因が甲又は市の責に帰すべき事由によるものであるときは、甲は本項

に基づく本基本協定の解除を行うことはできず、その原因が民間事業者②の責に帰すべき事由

によるものであるときは、乙は本項に基づく本基本協定の解除を行うことができない。 

３ 甲又は乙は、令和 12 年３月 31 日までに［事業用定期借地権設定契約②、売買契約②若しく

はその両方］が締結に至らず、又は民間提案施設の竣工前に同契約のいずれかが解除若しくは

解約され、若しくは市有地の買戻しがされた場合、PFI 事業等契約を締結せず、本基本協定を

解除することができる。ただし、［事業用定期借地権設定契約②、売買契約②又はその両方］

が締結に至らず又は解除若しくは解約され、若しくは市有地の買戻しがされた原因が市の責に

帰すべき事由によるものであるときは、甲は本項に基づく本基本協定の解除を行うことはでき

ず、その原因が民間事業者②の責に帰すべき事由によるものであるときは、乙は本項に基づく

本基本協定の解除を行うことができない。 

 

第７条（業務の委託等） 

１ 乙は、SPC①をして、本事業に係る各業務のすべて又は主要な部分を業務委託先に委託又は請

け負わせてはならない。 

２ 乙は、入札説明書等及び提案書類に従い、SPC①をして、各業務に着手する日までに、当該各

業務に係る業務委託先との間で業務委託契約を締結させ、当該契約の締結後速やかに当該契約

書の写しを甲に提出させなければならない。 

３ 前項により SPC①から業務の実施を受託し又は請け負った構成企業及び協力企業は、当該業

務を誠実に実施しなければならない。 

 

第８条（準備行為） 

１ 乙は、PFI 事業等契約の締結前にも、本事業の実施に関し必要な準備行為を行うことがで

き、甲は、必要かつ相当な範囲で、かかる行為に協力しなくてはならない。 

２ 乙は、PFI 事業等契約の締結後速やかに、前項の準備行為の結果を、SPC①に対し引き継ぐも

のとする。 

 

第９条（設計業務の着手） 

１ 乙は、前条第１項の準備行為として、SPC①設立前に設計業務に着手する場合、事前に書面に

て実施する設計業務の内容、期間、費用等を明示して甲に申請しなければならない。 

２ 甲は、合理的な理由がない限り、前項の申請に対する承諾を拒絶、留保又は遅延してはなら

ないものとする。 

３ 乙は、前項における甲の承諾があったときは、設計業務に着手することができる。なお、設

計業務に着手する際に乙が提出すべき書類等は、要求水準書に従って SPC①が提出すべき書類

等に準じて提出するものとする。 

４ 第２項の承諾を受けて乙が設計業務に着手した場合において、本基本協定が乙の責に帰すべ
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き事由以外の事由により PFI 等事業契約の締結に至らずに解除又は終了となったときは、乙は

設計業務の出来高に相当する費用の支払を甲に請求することができる。 

５ 甲は、前項の請求があった場合、遅滞なく出来高の検査及び出来高に相当する費用の金額に

ついて乙と協議を行う。 

６ 前項の協議を開始したのち、30 日以内に甲が支払うべき金額についての協議が整わない場合

は、甲が定め、乙に通知する。 

 

第 10 条（談合その他の不正行為による PFI 事業等契約の不締結等） 

１ 甲は、乙が本事業の入札手続に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、本基本協定

を解除すること及び PFI 事業等契約を解除し、又は PFI 事業等契約を締結しないことができる

ものとし、このため乙に損害が生じても、甲はその賠償の責を負わないものとする。 

(1) 乙（まちづくり事業の構成員を含む。以下本項において同じ。）のいずれかが独占禁止法

第３条の規定に違反し又は乙のいずれかが構成事業者である事業者団体が同法第８条第１号

の規定に違反したことにより、公正取引委員会が乙のいずれかに対し、同法第７条の２第１

項（同法第８条の３において準用する場合を含む。）、同法第７条の９第１項若しくは第２項

又は同法第 20 条の２から第 20 条の６までの規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命

令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が同法第 63 条

第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

(2) 納付命令又は独占禁止法第７条、第８条の２、第 17 条の２若しくは第 20 条の規定に基

づく排除措置命令（これらの命令が乙のいずれか又は乙のいずれかが構成事業者である事業

者団体（以下「乙等」という。）に対して行われたときは、乙等に対する命令で確定したも

のをいい、乙等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場

合における当該命令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」という。）におい

て、本基本協定に関し、同法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての

事業活動があったとされたとき。 

(3) 納付命令又は排除措置命令により、乙のいずれかに独占禁止法第３条又は第８条第１号

の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野

が示された場合において、本事業が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取

引委員会が乙のいずれかに対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令にお

ける課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札手続が行われ

たものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

(4) 乙のいずれか（法人にあっては、その役員又は従業員を含む。）の刑法第 96 条の６又は

独占禁止法第 89 条第１項若しくは第 95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

(5) 乙のいずれか（法人にあっては、その役員又は従業員を含む。）の刑法第 198 条の規定に

よる刑が確定したとき。 

２ 乙は、前項各号のいずれかに該当するときは、甲が本基本協定を解除するか否か、及び PFI

事業等契約を解除するか否か又は PFI 事業等契約を締結するか否かにかかわらず、提案書類に

記載した設計・建設業務に対するサービス購入料の総額の 100 分の 10 に相当する金額を、違

約金としての賠償金として、甲が指定する期限までに支払わなければならない。乙が本基本協

定を履行した後も、同様とする。 
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３ 前項の規定にかかわらず、甲は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金の額を超

える場合においては、乙に対しその超過分につき賠償金を請求することができる。 

４ 前二項の場合において、乙は、賠償金を連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に解

散しているときは、構成企業又は協力企業であった者についても、同様とする。 

 

第 11 条（暴力団排除に係る PFI 事業等契約の不締結等） 

１ 甲は、乙のいずれかが第４条第３項第９号から第 13 号までのいずれかを満たさないときは、

本基本協定を解除すること及び［PFI 事業等契約］を解除し、又は［PFI 事業等契約］を締結

しないことができるものとし、このため乙に損害が生じても、甲はその賠償の責を負わないも

のとする。 

２ 乙は、乙のいずれかが第４条第３項第９号から第 13 号までのいずれかを満たさないときは、

甲が本基本協定を解除するか否か、及び PFI 事業等契約を解除するか否か又は PFI 事業等契約

を締結するか否かにかかわらず、提案書類に記載した設計・建設業務に対するサービス購入料

の総額の 100 分の 10 に相当する金額を、違約金としての賠償金として、甲が指定する期限ま

でに支払わなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、甲は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金の額を超

える場合においては、乙に対しその超過分につき賠償金を請求することができる。 

４ 前二項の場合において、乙は、賠償金を連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に解

散しているときは、構成企業又は協力企業であった者についても、同様とする。 

 

第 12 条（PFI 事業等契約不調の場合の処理） 

１ 令和９年６月 30 日までに、甲と SPC①との間で PFI 事業等契約が締結に至らなかった場合

（甲の議会において必要な議決が得られなかった場合を含むが、これに限られない。）、本基本

協定に別途定めるもの（第９条第４項に定める費用を含むが、これに限られない。）を除き、

甲及び乙が本事業の準備に関して既に支出した費用は各自の負担とし、相互に債権債務関係の

生じないことを、甲及び乙は確認するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、PFI 事業等契約が締結に至らなかった理由が甲の責に帰すべき事

由によるものであると認められるとき、甲は、乙が準備行為に要した費用（第９条第４項に定

める費用を含むが、これに限られない。）について、合理的な範囲でこれを負担するものとす

る。 

３ 第１項の規定にかかわらず、PFI 事業等契約が締結に至らなかった理由が乙の責に帰すべき

事由によるものであると認められるとき（構成企業の全部又は一部の脱退により本基本協定に

定める SPC①が設立できなかった場合を含むが、これに限られない。）は、乙は、提案書類に記

載した設計・建設業務に対するサービス購入料の総額の 100 分の 10 に相当する金額を、違約

金としての賠償金として、甲が指定する期限までに支払わなければならない。ただし、第 10

条第１項又は第 11 条第１項の規定に従い PFI 事業等契約が解除され又は PFI 事業等契約が締

結に至らなかった場合には、同各条の規定に従うものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、甲は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金の額を超

える場合においては、乙に対しその超過分につき賠償金を請求することができる。 

５ 前二項の場合において、乙は、賠償金を連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に解
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散しているときは、構成企業又は協力企業であった者についても、同様とする。 

 

第 13 条（本事業終了後の代表企業の責任） 

 事業期間終了後、SPC①が解散等を行う場合において、甲の請求があるときは、代表企業は PFI

事業等契約に基づき SPC①が甲に対して負担する義務を、PFI 事業等契約の規定に従い免責的に引

き受けるものとする。 

 

第 14 条（秘密保持） 

１ 本基本協定の各当事者は、本事業又は本基本協定に関して知り得たすべての情報のうち次の

各号に掲げるもの以外のもの（以下「秘密情報」という。）について守秘義務を負い、当該情

報を第三者（SPC①及び民間事業者②を除く。）に開示又は漏洩してはならず、本基本協定の目

的以外には使用しないことを確認する。 

(1) 開示の時に公知であるか、又は開示を受けた後被開示者の責によらず公知となった情報 

(2) 開示者から開示を受ける以前に既に被開示者が自ら保有していた情報 

(3) 開示者が本基本協定に基づく守秘義務の対象としないことを承諾した情報 

(4) 開示者から開示を受けた後正当な権利を有する第三者から何らの守秘義務を課されるこ

となく取得した情報 

(5) 裁判所等により開示が命ぜられた情報 

(6) 甲が法令又は情報公開条例等に基づき開示する情報 

２ 乙は、相手方に本条と同等の守秘義務を負わせることを条件として、業務委託先への見積依

頼や契約の締結、弁護士や公認会計士等への相談依頼等の際に、当該業務に必要な限りで第三

者に秘密情報を開示することができる。 

３ 前項の場合において、乙は、秘密情報の開示を受けた第三者が当該秘密情報を目的外で使用

することのないよう適切な配慮をしなければならない。 

 

第 15 条（協定の変更） 

 本基本協定は、甲及び乙の書面による合意がなければ、これを変更することができない。 

 

第 16 条（有効期間） 

１ 本基本協定の有効期間は、別段の合意がある場合を除き、本基本協定の締結日から PFI 事業

等契約の締結日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、本基本協定の規定に従い PFI 事業等契約が締結に至らなかった場

合には、甲又は代表企業が相手方に対して書面で通知することにより、本基本協定の有効期間

は終了する。 

３ 前二項の規定にかかわらず、次の各号（ただし、第２項の規定に従って又は甲及び乙の合意

により、本基本協定の有効期間が終了する場合については第６号から第９号まで及び第 11 号

から第 13 号までに限る。）に掲げる規定の効力は、本基本協定の有効期間の終了後も存続する

ものとする。 

(1) 第３条（SPC①の設立）第４項 

(2) 第４条（株式の譲渡） 
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(3) 第５条（PFI 事業等契約の締結）第１項 

(4) 第７条（業務の委託等） 

(5) 第８条（準備行為）第２項 

(6) 第９条（設計業務の着手）第４項から第６項まで 

(7) 第 10 条（談合その他の不正行為による PFI 事業等契約の不締結等）第２項から第４項ま

で 

(8) 第 11 条（暴力団排除に係る PFI 事業等契約の不締結等）第２項から第４項まで 

(9) 第 12 条（PFI 事業等契約不調の場合の処理） 

(10) 第 13 条（本事業終了後の代表企業の責任） 

(11) 第 14 条（秘密保持） 

(12) 第 18 条（準拠法及び管轄裁判所） 

(13) 本条（有効期間） 

 

第 17 条（疑義に関する協議） 

 本基本協定に定めのない事項について定める必要が生じた場合又は本基本協定の解釈に関して

疑義が生じた場合は、その都度、甲及び乙が誠実に協議して、これを定めるものとする。 

 

第 18 条（準拠法及び管轄裁判所） 

 本基本協定は日本国の法令に従い解釈されるものとし、本基本協定に関する一切の紛争につい

ては、奈良地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（以下余白） 
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以上を証するため、本基本協定書を２通作成し、甲並びに代表企業、その他の構成企業及び協力

企業がそれぞれ記名押印の上、甲及び代表企業が各１通を保有する。ただし、本書を電磁的記録で

作成する場合は、甲及び乙が電子署名を行った上、各自その電磁的記録を保管する。 

 

令和９年４月●日 

 

（甲） 

奈良県 

知事     

 

 

 

（乙） （代表企業） 

 

 

 

 

（構成企業） 

 

 

 

 

（構成企業） 

 

 

 

 

（協力企業） 

 

 

 

 

（協力企業） 
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別紙１ 定義集 
 

本書において用いられる用語は、本文中において特に明示されているものを除き、次の各号に掲

げる意味を有する。 

 

 

(1) 「PFI法」とは、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11

年法律第117号）をいう。 

(2) 「PFI事業等契約」とは、甲とSPC①との間で締結される（仮称）奈良県アリーナ整備運営事

業及び附属事業 事業契約をいう。 

(3) 「SPC①」とは、乙が奈良県内に設置する、本事業のみを事業目的とした法人をいう。 

(4) 「アリーナ」とは、新駅の西側に整備される、甲所有の新アリーナ及び関連施設をいう。 

(5) 「維持管理企業」とは、構成企業及び協力企業のうち、特定事業の維持管理を実施する企業

であって、●●株式会社をいう。 

(6) 「運営企業」とは、構成企業及び協力企業のうち、特定事業の運営を実施する企業であっ

て、●●株式会社をいう。 

(7) 「会社更生法」とは、会社更生法（平成14年法律第154号）をいう。 

(8) 「各業務」とは、入札説明書に定める本事業に係る業務を個別に又は総称していう。 

(9) 「完全無議決権株式」とは、SPC①の発行する株式で、議決権付株式に該当しない株式（こ

れに係る新株予約権及び新株予約権付社債を含む。）をいう。ただし、会社法第108条第１

項第８号又は第９号に掲げる事項についての定めがある株式を除く。 

(10) 「議決権付株式」とは、SPC①の発行する株式で、一定の条件で議決権を有することとなる

株式、及び、取得請求権付株式又は取得条項付株式で議決権を有する株式が取得の対価とし

て発行される可能性のある株式を含む、議決権を有する株式（これに係る新株予約権及び新

株予約権付社債を含む。）をいい、会社法第２条第17号に定める譲渡制限株式とする。 

(11) 「基本協定②」とは、まちづくり事業実施のために甲と民間事業者②及び市との間で締結さ

れる基本協定をいう。 

(12) 「業務委託契約」とは、SPC①と業務委託先との間で締結される各業務の一部に関する業務

委託契約若しくは請負契約又はこれらに替わる覚書等をいう。 

(13) 「業務委託先」とは、各業務の一部をSPC①から直接受託し又は請け負う構成企業、協力企

業その他の第三者をいう。 

(14) 「協力企業」とは、SPC①から直接業務の受託・請負をし、かつSPC①の議決権株式を保有し

ない法人等をいい、本基本協定締結時点では【協力企業名】及び【協力企業名】をいう。 

(15) 「刑法」とは、刑法（明治40年法律第45号）をいう。 

(16) 「建設企業」とは、構成企業及び協力企業のうち、特定事業又は附属事業、又はその両方の

附属事業の工事を実施する企業であって、●●株式会社をいう。 

(17) 「県有地」とは、本事業に供される甲が所有する土地をいう。 

(18) 「工事監理企業」とは、構成企業及び協力企業のうち、特定事業又は附属事業、又はその両

方の工事監理を実施する企業であって、●●株式会社をいう。 



11 

(19) 「構成企業」とは、SPC①の議決権付株式を保有する法人等をいい、本基本協定締結時点で

は【代表企業名】、【構成企業名】及び【構成企業名】をいう。 

(20) 「事業期間」とは、PFI事業等契約の締結日から令和28年３月31日までをいう。 

(21) 「事業用定期借地権設定契約」とは、事業用定期借地権設定契約①及び事業用定期借地権設

定契約②を個別に又は総称していう。 

(22) 「事業用定期借地権設定契約①」とは、まちづくり事業の実施に関して甲と民間事業者②と

の間で締結される事業用定期借地権設定契約をいう。 

(23) 「事業用定期借地権設定契約②」とは、まちづくり事業の実施に関して市と民間事業者②と

の間で締結される事業用定期借地権設定契約をいう。 

(24) 「市有地」とは、本事業に供される市が所有する土地（令和８年度内に市が取得予定の土地

を含む。）をいう。 

(25) 「準備行為」とは、乙が自らの費用及び責任において行う、本事業の実施に関して合理的に

必要な準備に係る行為をいう。 

(26) 「新駅」とは、奈良県橿原市四条町において整備される（仮称）医大新駅をいう。 

(27) 「設計企業」とは、構成企業及び協力企業のうち、特定事業又は附属事業、又はその両方の

附属事業の設計を実施する企業であって、●●株式会社をいう。 

(28) 「代表企業」とは、構成企業のうち、入札説明書等の規定を満たし、構成企業を代表して本

事業の契約手続を行う【代表企業名】をいう。 

(29) 「提案書類」とは、本事業の入札手続において、乙が令和●年●月●日付けで甲に提出した

提案書類一式及びその他提案書類一式に関して甲が乙に対して確認した事項に対する乙の回

答（書面による回答（甲に提出された書類を含む。）及び口頭による回答を含む。）をい

う。 

(30) 「鉄道事業者」とは、近畿日本鉄道株式会社をいう。 

(31) 「独占禁止法」とは、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54

号）をいう。 

(32) 「特定事業」とは、甲がPFI法に基づく特定事業として選定した（仮称）奈良県アリーナ整

備運営事業をいい、アリーナ及びその敷地の調査、設計、建設、開業準備、運営及び維持管

理業務等によって構成される。 

(33) 「入札説明書」とは、甲が令和８年10月●日付けで公表した（仮称）医大新駅周辺まちづく

り事業 入札説明書（修正があった場合は、修正後の記述による。）をいう。 

(34) 「入札説明書等」とは、入札説明書、入札説明書に付随して公表した要求水準書、落札者決

定基準書、様式集、基本協定書（案）、PFI事業等契約書（案）、事業用定期借地権設定契

約書（案）、売買契約書（案）等の資料一式（修正があった場合は、修正後の記述によ

る。）を総称していう。 

(35) 「売買契約」とは、売買契約①及び売買契約②を個別に又は総称していう。 

(36) 「売買契約①」とは、民間事業者②が甲と締結する、まちづくり事業に係る不動産売買契約

書で定める売買契約をいう。 

(37) 「売買契約②」とは、民間事業者②が市と締結する、まちづくり事業に係る不動産売買契約

書で定める売買契約をいう。 
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(38) 「破産法」とは、破産法（平成16年法律第75号）をいう。 

(39) 「附属事業」とは、本事業に含まれる事業のうち、特定事業に附属してSPC①に実施を求め

る駅前広場、アクセス道路、駅前駐輪場等の設計及び建設を総称した事業をいう。 

(40) 「法人等」とは、法人又はその他の団体をいう。 

(41) 「暴力団」とは、暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

(42) 「暴力団員」とは、暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

(43) 「暴力団員等」とは、暴力団員及び暴力団関係者を総称していう。 

(44) 「暴力団対策法」とは、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号）をいう。 

(45) 「暴力団関係者」とは、暴力団員ではないが、暴力団と関係を持ちながら、その組織の威力

を背景として暴力的不法行為等を行う者をいう。 

(46) 「本事業」とは、特定事業及び附属事業をいう。 

(47) 「まちづくり事業」とは、民間事業者②が独立採算により行う、民間提案施設及びまちづく

り事業用地駐車場の調査、設計、建設、開業準備、運営及び維持管理業務等によって構成さ

れる事業をいう。 

(48) 「民間事業者②」とは、まちづくり事業を実施することのみを目的として設立される特別目

的会社又は特別目的会社を設立しない場合におけるまちづくり事業の構成企業及び特別目的

会社の設立前においてはまちづくり事業の構成企業又は協力企業となる落札者をいう。 

(49) 「民間提案施設」とは、まちづくり事業のうち、新駅の東側において、民間事業者②が自ら

の責任と負担により、提案、整備、運営及び維持管理を行う独立した施設をいう。 

(50) 「民事再生法」とは、民事再生法（平成11年法律第225号）をいう。 

(51) 「役員等」とは、法人の役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業所（常時物

品購入等契約に関する業務を行う事務所をいう。）の代表者、その他の団体にあっては法人

の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等をいう。 

(52) 「要求水準書」とは、「（仮称）医大新駅周辺まちづくり事業 要求水準書【特定事業・附

属事業編】」（修正があった場合は、修正後の記述による。）をいう。 
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別紙２ 株主誓約書の様式 
 

令和●年●月●日 

奈良県知事 

 【●】殿 

 

 

 

株主誓約書 

 

奈良県（以下「県」という。）並びに落札者である【代表企業】、【構成企業】及び【構成企業】

（以下「当社ら」と総称する。）、【協力企業】及び【協力企業】との間で、令和９年４月●日付けで

締結された（仮称）奈良県アリーナ整備運営事業及び附属事業基本協定書（以下「本基本協定」と

いう。）に関して、当社らは、本日付けをもって、下記の事項を県に対して誓約し、かつ、表明・保

証いたします。なお、特に明示の無い限り、この株主誓約書において用いられる用語は、本基本協

定において定義された意味を有するものとします。 

 

記 

 

１ SPC①が、令和●年●月●日に、会社法（平成 17 年法律第 86 号）上の株式会社として適法に設

立され、本日現在有効に存在すること。 

 

２ 本日時点における SPC①の資本金の額及び株主構成等は以下のとおりであること。 

 

SPC①の資本金の額   ：【●●●●】円 

SPC①の発行可能株式総数：【●●●●】株 

SPC①の発行済株式の総数：【●●●●】株 

 

出資者（代表企業） 

商号【商号】 

出資額【●●●●】円 

引き受ける株式の総数【●●●●】株 

引き受ける株式の種類【●●●●】株式 

 

出資者（構成企業） 

商号【商号】 

出資額【●●●●】円 

引き受ける株式の総数【●●●●】株 

引き受ける株式の種類【●●●●】株式 
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出資者（構成企業） 

商号【商号】 

出資額【●●●●】円 

引き受ける株式の総数【●●●●】株 

引き受ける株式の種類【●●●●】株式 

 

３ 本基本協定第４条（株式の譲渡）第１項第１文に基づく県の事前の書面による承認がある場合

若しくは同項ただし書きの場合を除き、当社らのうち代表企業である【代表企業】（以下「代表企

業」という。）は、SPC①の議決権付株式の譲渡、担保権の設定その他一切の処分を行わないこ

と。また、本事業の事業期間中は、PFI 事業等契約に別途定める場合を除き、代表企業を変更し

ないこと。 

 

４ 本基本協定第４条（株式の譲渡）第１項第１文に基づく県の事前の書面による承認がある場合

若しくは同項ただし書きの場合を除き、当社らのうち代表企業でない構成企業である【構成企

業】及び【構成企業】は、SPC①の議決権付株式の譲渡、担保権の設定その他一切の処分を行わな

いこと。 

 

５ 当社らが保有する SPC①の議決権付株式を譲渡する場合、事前に、譲受予定者及びその他の議

決権付株式を保有する者との連名でこの株主誓約書と同じ様式の株主誓約書を県に提出するこ

と。 

 

６ 当社らが保有する SPC①の完全無議決権株式を譲渡する場合、事前に、譲受予定者から本基本

協定別紙３（誓約書の様式）と同じ様式の誓約書を徴求し県に提出すること。 

 

７ 当社らが保有する SPC①の議決権付株式又は完全無議決権株式を譲渡する場合、当該譲渡の譲

受人は、譲渡の時期を問わず、本基本協定第４条（株式の譲渡）第３項各号（完全無議決権株式

を譲渡する場合は第 14 号を除く。）に掲げる条件をすべて満たすことを要し、当社らは、自らが

かかる譲渡を行う場合には譲受人に係る当該条件を遵守すること。 

 

８ 当社らを代表又は代理して本基本協定及びこの株主誓約書に署名又は記名捺印した者は、法令

等、定款、その他社内規則で必要とされる手続に基づき、各社を代表して本基本協定及びこの株

主誓約書に署名又は記名捺印する権限を付与されていること。 

 

９ 当社らは、この株主誓約書に関する事項及び本基本協定に関して県より秘密情報として提供を

受けた事項の内容を、当社らの役員、従業員、代理人及びコンサルタント、業務委託先、金融機

関等並びに SPC①への出資者及び民間事業者②（以下「関係者」という。）以外の第三者に漏ら

し、又は本基本協定の履行若しくは本事業の実施以外の目的に使用しないこと、並びに関係者に

守秘義務を遵守させなければならないこと。ただし、次の各号に定める場合にはこの限りではな

い。 

(1) 当該情報の提供を受ける前に既に自ら保有していた場合 
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(2) 本基本協定又は本事業に関して知る前に公知であった場合 

(3) 本基本協定又は本事業に関して知った後、自らの責によらないで公知となった場合 

(4) 本基本協定又は本事業に関して知った後、正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義

務を課せられることなしに取得した場合 

(5) 裁判所による開示が命じられた場合 

(6) 本事業に関する資金調達を図るために、合理的に必要なものとして開示する場合 

(7) その他、法令等に基づき開示する場合 

以上 

 

（代表企業） 

【代表企業名】 

 

 

 

（構成企業） 

【構成企業名】 

 

 

 

（構成企業） 

【構成企業名】 
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別紙３ 誓約書の様式 
 

令和●年●月●日 

奈良県知事 

 【●】殿 

 

 

 

誓約書 

 

奈良県並びに落札者である【代表企業】、【構成企業】、【構成企業】、【協力企業】及び【協力企

業】との間で、令和９年４月●日付けで締結された（仮称）奈良県アリーナ整備運営事業及び附属

事業基本協定書（以下「本基本協定」という。）に関して、当社は、本日付けをもって、下記の事項

を奈良県に対して誓約し、かつ、表明・保証いたします。なお、特に明示の無い限り、この誓約書

において用いられる用語は、本基本協定において定義された意味を有するものとします。 

 

記 

 

１ 本日時点における当社が保有する SPC①の完全無議決権株式の数は●株であること。当社がか

かる株式の引受けにあたり払い込んだ出資金の額は●円であり、払い込み済みであること。 

 

２ 当社が保有する SPC①の完全無議決権株式を譲渡する場合、本基本協定第４条（株式の譲渡）

第３項各号（第 14 号を除く。）に掲げる条件を満たすことを要し、また、事前に、譲受予定者か

らこの誓約書と同じ様式の誓約書を徴求し、奈良県に提出すること。 

 

３ 当社を代表又は代理してこの誓約書に署名又は記名捺印した者は、法令等、定款、その他社内

規則で必要とされる手続に基づき、当社を代表してこの誓約書に署名又は記名捺印する権限を付

与されていること。 

 

４ 当社は、この誓約書に関する事項及び本基本協定に関して奈良県より秘密情報として提供を受

けた事項の内容を、当社の役員、従業員、代理人及びコンサルタント、業務委託先、金融機関等

並びに SPC①への出資者及び民間事業者②（以下「関係者」という。）以外の第三者に漏らし、又

は本基本協定の履行若しくは本事業の実施以外の目的に使用しないこと、並びに関係者に守秘義

務を遵守させなければならないこと。ただし、次の各号に定める場合にはこの限りではない。 

(1) 当該情報の提供を受ける前に既に自ら保有していた場合 

(2) 本基本協定又は本事業に関して知る前に公知であった場合 

(3) 本基本協定又は本事業に関して知った後、自らの責によらないで公知となった場合 

(4) 本基本協定又は本事業に関して知った後、正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義

務を課せられることなしに取得した場合 

(5) 裁判所による開示が命じられた場合 
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(6) 本事業に関する資金調達を図るために、合理的に必要なものとして開示する場合 

(7) その他、法令等に基づき開示する場合 

以上 

 

 

【企業名】 

 


